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令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の
避難のあり方について（最終とりまとめ）

参考資料

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関する
サブワーキンググループ
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（１）避難行動要支援者名簿に関する資料



近年の豪雨災害における高齢者等の被害状況等について①

〇 近年頻発する豪雨災害において高齢者に被害が集中しており、台風19号等における障害当事者アンケートからは障害
者等の避難に関する課題も指摘されたところ。

高齢者や障害者等が確実に避難できるための仕組みの構築が必要
平成30年7月豪雨

平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ（第１回）資料より抜粋平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ（第１回）資料より抜粋

倉敷市真備町における人的被害

令和元年台風第19号

Ａ）一人暮らしをしている知的障害のある方が「避難するタイミングや避難場所が分
からなかった」と話されていた。また、同様に一人暮らしをしている視覚障害のある

方が「避難を誘導してくれる人がいないと避難できない」と話されていた。

平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ（第１回）資料より抜粋

Ｑ）令和元年台風第19号による災害において、高齢者や障害者の方々のうち自力で避難す
ることが困難な避難行動要支援者の避難や避難支援等に際し、以下の点について教えて
ください。 ②うまくいかなかった事例とその要因

Ｃ

障害当事者アンケート

○平成30年７月豪雨において市町村別死者数が最大となった倉敷市の死者52人のうち、51人
が真備町に在住。

○年齢別では、70代以上の高齢者が約80％と著しく集中。
○空中写真から判読の流出家屋は７箇所のみであり、真備地区での犠牲者のほとんどが、非
流出家屋の屋内で遭難の可能性。

（平成30年7月豪雨による人的被害等についての調査（速報）：静岡大学防災総合センター
教授 牛山素行）

平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ（第１回）資料より抜粋（一部改変）

Ｃ
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令和２年7月豪雨

近年の豪雨災害における高齢者等の被害状況等について②



高齢者等の避難に関する制度的変遷とこれまでの議論

1961年(昭和36年)

2005年(平成17年)

2013年(平成25年)

伊勢湾台風 発生

災害対策基本法を制定

災害時要援護者の避難支援ガイドラインを作成し、災害時要援護者の避難支援対策について方針を定める

災害対策基本法の改正（法第49条の10避難行動要支援者名簿規定が創設）

災害時要援護者の避難支援における福祉と防災の連携に関する検討会

東日本大震災の発生

一連の風水害 発生 （観測史上最大となる10個の台風が上陸）

集中豪雨等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会

災害時要援護者の避難対策に関する検討会2006年(平成18年)

2007年(平成19年)

災害時要援護者の避難支援ガイドラインを改訂

災害時要援護者対策の進め方について～避難支援ガイドラインのポイントと先進的取組事例～を作成

災害時要援護者の避難支援に関する検討会

避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針を策定
令和元年台風第19号 発生
令和元年台風第19号による災害からの避難に関するワーキンググループ

制度改正を含むものについては、以下のサブワーキンググループで引き続き議論

令和元年度台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ

2019年(令和元年)

防災対策推進検討会議(中央防災会議の専門委員会)
2012年(平成24年)
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阪神・淡路大震災 発生

1980年代頃(昭和60年頃) 「災害弱者」という言葉が使われ始める

2011年(平成23年)

1995年(平成7年)

2004年(平成16年)

1959年(昭和34年)

2020年(令和２年)



平成25年6月の災害対策基本法の一部改正により、市町村に対し、要配慮者のうち、災害発生時の避難等
に特に支援を要する方の名簿（避難行動要支援者名簿）の作成を義務付けた制度。

避難行動要支援者名簿の制度①（概要）

【策定率】
名簿作成済：1,720団体（98.9％）

（令和元年６月１日現在、消防庁調べ）

（避難行動要支援者名簿の作成）
第四十九条の十 市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある

場合に自ら避難することが困難な者であつて、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（以下
「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域防災計画の定めるところにより、避難行動要支援者に
ついて避難の支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下
「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下この条及び次条第一項において「避難行動要支援者
名簿」という。）を作成しておかなければならない。
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n=1,740



災害対策基本法上の定義

○ 高齢者や障害者等の要配慮者の避難能力の有無は、主として以下の点に着目して判断することが想定される。
①警戒や避難勧告・指示等の災害関係情報の取得能力
②避難の必要性や避難方法等についての判断能力
③避難行動を取る上で必要な身体能力

○ 真に重点的・優先的支援が必要と認める者が掲載対象から漏れることのないよう、きめ細かく要件を定める必要がある。
例）避難支援等関係者とされた者の判断による名簿の掲載や自ら名簿への掲載を求めることができる仕組

要配慮者：「高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者」（災害対策基本法第８条第２項第15号）

避難行動要支援者：「要配慮者のうち（中略）、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保
を図るために特に支援を要するもの」（災害対策基本法第49条の10第１項）
→具体的な避難行動要支援者の範囲は、各市町村が地域防災計画において定めることとされている。

取組指針（※）における避難行動要支援者の範囲の考え方 ※）避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25年８月）

【自ら避難することが困難な者についてのＡ市の例】
生活の基盤が自宅にある方のうち、以下の要件に該当する方
①要介護度認定３～５を受けている者
②身体障害者手帳１・２級（総合等級）の第１種を所持する身体障害者（心臓、じん臓機能障害のみで該当するものは除く）

③「療育手帳Ａ」を所持する知的障害者
④精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する者で単身世帯の者
⑤市の生活支援を受けている難病患者
⑥上記以外で自治会が支援の必要を認めた者

取組指針で示されている要件の例

その他の判断要素等

・避難行動要支援者名簿の対象者は在宅者（一時的に入所、入院している者を含む）を優先
・同居家族の有無

避難行動要支援者名簿の制度②（概要）
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○消防庁の調査（※）によると、市町村における要件例としては、「身体障害者」「要介護認定を受けている者」「知的
障害者」「精神障害者」等がある（いずれも９割以上の市町村が設定）。

※）避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果等（令和元年11月13日消防庁）

○また、これらに加え、
・ 「65歳以上の者」 「65歳以上のみの世帯の者」 「医療依存度が高い方（透析や在宅人工呼吸器使用者）」 「妊

婦・産婦」「外国人」等の基準や、
・「市町村長が必要と認めた者」「民生委員の判断による」「自主防災組織の推薦」等の個別判断基準

を設けている市町村もある。

（出典）避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果等（令和元年１１月１３日消防庁）

市町村における掲載要件の現状

避難行動要支援者名簿に掲載する者の市町村アンケート結果
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避難行動要支援者名簿の制度③（名簿の掲載者）



58.7% (1,015)

55.2% (955)

33.1% (572)

31.3% (541)

13.1% (227)

10.7% (185)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

防災・危機管理部局や保健・福祉部局と地域の自主防災組織、民
生委員、民間福祉事業所等、庁内外の関係者が連携して支援体制
を構築する必要があるが、これら関係者をつなぐ役割の人材やノウハウ
が不足している。

名簿掲載者に災害時に自ら避難することが可能な者も含まれている
可能性があり、「真に避難支援を要する者」を正確に把握できていな
い。

避難行動要支援者の避難の実効性を高めるためには、平時から避難
支援等関係者に対して名簿情報を提供しておくことが重要であるが、
避難行動要支援者本人の同意を得ることが難しいため、提供が進ま
ない。

避難行動要支援者の避難支援等の実施のためには、地域における
支援体制を構築しておく必要があるが、地域住民の十分な協力が得
られない。

避難行動要支援者の避難支援等の実施のためには、地域における
支援体制を構築しておく必要があるが、避難行動要支援者本人の参
画が得られない。

その他

Ｑ10 避難行動要支援者の避難支援等の課題
○ 避難行動要支援者の避難支援等における課題について、貴市町村の考えに近いものを選んでください。（複数選択可）

n=1,729

自治体向けアンケート結果 令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ（第2回）資料より抜粋（一部追記）

・５割強の自治体が「「真に避難支援を要する者」を正確に把握できていない。」と回答。
→ 避難行動要支援者の範囲について整理し、支援対象を明確にする必要がある。
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避難行動要支援者名簿の制度④（自治体における課題）



事前の名簿情報の提供（法第49条の11第２項）

２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、消防機関、
都道府県警察、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和二十六年法律第四
十五号）第百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者
（次項において「避難支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、当該市町村の条例
に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報によつて識別される特定の個人
をいう。次項において同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでない。

名簿は平時時から避難支援等関係者に提供され、共有されていることで、いざというときの円滑かつ迅速な避難支援等の
実施に結びつくため、市町村はあらかじめ避難支援等の実施に必要な限度避難支援等関係者に提供することが求められる。

事前に名簿情報を提供しておくことの意義

市町村における事前提供の状況

Ｈ３０ Ｒ１ 増減

避難行動要支援者数 7,803,702 7,840,889 ＋37,187

平常時からの名簿情報提供人数 3,151,969 3,226,241 ＋74,272

人口に占める避難行動要支援者数 6.1％ 6.2％ ＋0.1

名簿情報を事前提供している者の割合 40.4％ 41.1％ ＋0.7

（令和元年６月１日現在、消防庁調べ）
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避難行動要支援者名簿の制度⑤（事前の名簿情報の提供）



○ 山形県遊佐町（平成28年３月14日制定）
「遊佐町災害対策基本条例（抜粋）」
第15条 町は、避難行動要支援者の災害時における安全確保のため、支援体制をあらかじめ整備しなければならない。

２ 町は、前項の支援体制の整備及び災害時の支援活動のため、町が保有する個人情報（遊佐町個人情報保護条例（平成15年条例第１
号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。）を法第49条の10第２項各号に規定する範囲で避難行動要支援者への支援活動等のた
めに収集し、避難行動要支援者名簿を作成のうえ、内部で利用することができる。

３ 町長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、自主防災組織及び民生委員法（昭和23年法律第198号）に規定す
る民生委員をはじめ法第49条の11第２項に規定する範囲の関係者に対し、避難行動要支援者名簿の情報を提供することができる。

○ 愛媛県八幡浜市（平成29年６月23日制定）
「八幡浜市避難行動要支援者名簿に関する条例（抜粋）」
(目的)
第１条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)及び八幡浜市地域防災計画の定めに基づき、避難行動要支援者に対する円滑か

つ迅速な避難支援等を実施するための基礎となる名簿の作成及び避難支援等関係者への名簿情報の提供等に関し必要な事項を定める
ことにより、災害時において避難行動要支援者の生命及び身体を災害から保護することを目的とする。

(名簿情報の提供)
第４条 市長は、災害の発生等に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、名簿情報を提供するものとする。た

だし、福祉施設その他の自宅以外に居住する者に係る名簿情報の提供については、この限りでない。

条例タイプ１ 条例を制定し、平常時から避難支援等関係者に対し、名簿情報を提供

条例の特別の定めに関する取組状況

Ｈ３０ Ｒ１ 増減

特別の定めがある市町村数 131（7.8％） 136（7.9％） ＋5

特別の定めがない市町村数 1,556（92.2％） 1,584（92.1％） ＋28

「条例の特別の定めがある場合」とは
〇 災害対策基本条例等の特別の条例を根拠とする場合
〇 個人情報保護条例における規定を根拠とする場合

例）「個人情報保護審議会の意見を聴いて、公益上の必要があると認めたとき」など

条例に特別の定めがある場合とは

（令和元年６月１日現在、消防庁調べ）
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避難行動要支援者名簿の制度⑥（条例に特別の定めがある場合）



○ 宮城県七ヶ浜町（平成30年６月13日制定）
「七ケ浜町避難行動要支援者の名簿情報の提供に関する条例（抄）」
（名簿情報の提供）

第４条 町長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者の同意を得ることな
く当該避難行動要支援者に係る名簿情報を提供することができるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、町長は、避難行動要支援者が、規則で定める方法により、当該避難行動要支援者に係る名簿情報の提供
の拒否を申し出たときは、当該名簿情報の提供をすることができない。

○ 兵庫県明石市（平成28年３月24日制定）
「明石市避難行動要支援者名簿情報の提供に関する条例（抄）」
（名簿情報の提供）

第３条 市長は、災害の発生に備え、法第49条の11第２項の規定により、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、名
簿情報を提供するものとする。この場合においては、名簿情報を提供することについて避難行動要支援者の同意を得ることを要しない。

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、避難行動要支援者が、規則で定める方法により、名簿情報の提供の拒否を申し出たときは、当
該避難行動要支援者に係る名簿情報を提供することができない。

○ 三重県津市（平成27年６月25日制定）
「津市避難行動要支援者名簿情報の提供に関する条例（抄）」
（名簿情報の提供）

第３条 市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、津市地域防災計画の定めるところにより、避難支援等関係者に対
し、名簿情報を提供するものとする。ただし、次に掲げる場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報によって
識別される特定の個人をいう。）の同意が得られない場合は、この限りでない。

（１）避難行動要支援者が当該名簿情報の提供に関し、規則で定めるところにより拒否の申出をしていない場合
（２）前号の拒否の申出をした場合であっても、津市防災会議において、避難支援等の実施のために名簿情報の提供が必要であると認める場合
（３）第１号の拒否の申出をした場合であっても、津市情報公開・個人情報保護審査会の意見を聴いて、市長が避難支援等の実施を支援す

るために名簿情報の提供が必要であると認める場合

条例タイプ２ 条例を制定し、本人から拒否の意思表示がない限り、平常時から自主防災組織や町内自治会等に提供
（いわゆる逆手上げ方式）
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避難行動要支援者名簿の制度⑦（条例に特別の定めがある場合）



発災時の名簿情報の提供（法第49条の11第３項）

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から
保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対
し、名簿情報を提供することができる。この場合においては、名簿情報を提供することについて本人の同意を得ること
を要しない。

○ 市町村は避難支援等関係者その他の者に対し、特に避難の時間的余裕がある風水害等のリードタイム
のある災害においては、避難支援等関係者その他の者への情報提供に同意していない者についても、可
能な範囲で支援を行うよう協力を求めることができることとなっている。

○ ただし、発災時等であれば無条件に認められるものではなく、例えば、大雨で河川が氾濫するおそれ
がある場合に、浸水する可能性がない地区に居住する同意のない避難行動要支援者の名簿情報まで一律
に提供することは適切ではない。

○ そのため、市町村は予想される災害種別や規模、予想被災地域の地理的条件や過去の災害経験等を総
合的に勘案し、同意のない避難行動要支援者名簿の情報を提供することが適切かを判断するよう留意す
ること。

取組指針における考え方

以下の３つの要件を満たす場合に、本人の同意を得ることなく名簿情報を提供できる。
① 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合であること
② 避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるとき
③ 避難支援等の実施に必要な限度であること

条文上の要件について
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避難行動要支援者名簿の制度⑧（発災時の名簿情報の提供）
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（２）個別計画に関する資料



○ 避難行動要支援者一人ひとりに合わせた避難支援等に関する計画

個別計画とは

○ 法的に位置付けられているものではなく、取組指針（※）において、「市町村が個別に避難行動要支援者と具体的な
打合せを行いながら、個別計画を策定することが望まれる」とされているもの。

制度的な位置づけ

○ 取組指針においては、避難行動要支援者を対象としている。
○ 個別計画には名簿に記載されている情報に加え、以下のような情報を記録しておくこととされている。

・発災時に避難支援を行う者
・避難支援を行うに当たっての留意点
・避難支援の方法や避難場所、避難経路
・本人が不在で連絡が取れない時の対応 等

対象者や内容

策定状況

全部作成済 一部作成中 未作成

208団体 862団体 650団体

12.1% 50.1% 37.8%

（令和元年６月１日現在、消防庁調べ）
○ 名簿作成済１，７２０団体のうち、名簿掲載者の個別計画を 作成している市区町村数（割合）

個別計画の制度①（概要）

※）避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25年８月）
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（参考）九州北部豪雨における名簿の活用状況 （参考）平成30年７月豪雨における名簿の活用状況

様式例

○ 市町村は、民生委員や社会福祉協議会、自主防災組織
や自治会、福祉事業者等に、避難行動要支援者と避難支
援等関係者の打合せの調整、避難支援等関係者間の役割
分担の調整等を行うコーディネーターとしての協力を得
て、個別計画の策定を進めていくこととされている。

○ どの避難支援等関係者が避難行動要支援者を担当する
かについては、地域の実情を踏まえつつ、一人の避難支
援等関係者に役割が集中しないよう避難支援等関係者と
なる者の年齢や特性を配慮しつつ適切な役割分担を行う
ことなどに留意しつつ、コーディネーターとなる者がそ
の調整を行うことが適切であるとされている。

策定方法等避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25年８月）より抜粋 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成25年８月）より抜粋（一部改変）
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個別計画の制度②（概要）



n=1,729

・７割強の自治体で「真に避難支援を要する者に対しては個別計画の作成を推進するべき」と回答。
→ 多くの自治体で個別計画の策定の必要性を認識しており、要⽀援者が確実に避難できるための仕組みについて検討
する必要がある。

73.8% (1,276)

26.8% (463)

26.3% (455)

20.4% (352)

8.1% (140)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域住民の協力を得るための取組を進め、地域における避
難支援体制を構築するとともに、真に避難支援を要する者
に対しては個別計画の作成を推進するべきである。

名簿掲載者について、真に避難支援を要する者であるかと
いう観点から過不足等がないかを確認し、必要に応じて名
簿掲載者の要件について地域防災計画を見直すべきであ
る。

真に避難支援を要する者に対しては、まずは地域住民によ
る避難支援を行うが、それが難しい場合には、市町村によ
る直接的な避難支援を検討するべきである。

災害の発生に備え、平時における名簿情報の外部提供に
資するよう、避難行動要支援者本人の同意を得ることなく
名簿情報を提供できる旨の条例を制定する等、積極的に
情報提供を進めるために取り組むべきである。

その他

Ｑ11 避難行動要支援者の避難支援等の課題への対応
○ 避難行動要支援者の避難支援等のために必要な対策について、貴市町村の考えに近いものを選んでください。（複数選択可）

自治体向けアンケート結果 令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ（第2回）資料より抜粋（一部追記）
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個別計画の制度③（自治体における課題）



優先度を踏まえた個別計画の策定

○ 個別計画は、優先度が高い者から策定することが適当であり、市区町村が必要に応じて策定の優先度を判断する
際には、次のようなことが挙げられる。
・地域におけるハザードの状況（※）

・当事者本人の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な程度
・独居等の居住実態、社会的孤立の状況

○ 他方、各市区町村の限られた体制の中でできるだけ早期に避難行動要支援者全体に計画が策定されるようにする
ためには、市区町村が策定する個別計画として、①市区町村が優先的に支援する計画づくりと並行して、②本人や、
本人の状況によっては、家族や地域において防災活動を行う自主防災組織等が記入する計画（本人・地域記入の個
別計画）づくりを進めることが適当である。

イメージ

●居住地の災害リスクが高い
●心身の状況、情報取得・判断等への
支援の必要性が高い

●独居、社会的孤立等の状況にある

段階的に取り組む

優先度：高
市区町村が主体となる策定体制の
中で、優先的に個別計画を策定する
【市区町村支援による個別計画】

【本人・地域記入の個別計画】※

市区町村あるいは地域や関係団体
において作成した様式に基づき、
避難行動要支援者が家族や地域の
自主防災組織等の協力を得て必要
事項を記入し、市区町村に提出

※本人の状況によっては、本人
の家族や自主防災組織等が記
入する場合も含まれる。

●居住地の災害リスクが低い
●心身の状況、情報取得・判断等への
支援の必要性が低い

●家族と同居、地域コミュニティと
つながりがある

※浸水想定区域（水防法）、津波災害警戒区域・津波災害特別警戒区域（津波防災地域づくり法）、土砂災害警戒区域・土砂災害特別
警戒区域（土砂災害防止法）、噴火に伴う火山現象による影響範囲（活動火山対策特別措置法（基本指針）に基づく火山災害警戒区域）等）



全国の先進的な取組

〇福祉サービスの利用のためのケアプランを作成することを通じ、平時から避難行動要支援者本人の心身の状況や生活実態等を網羅的に把握
している介護支援専門員（ケアマネジャー）や相談支援専門員等の福祉専門職の参画の下、本人や家族、地域住民、行政等が連携して、個
別計画の策定を行う取組が行われている。

兵庫県の事例別府市の事例

被災地の教訓から市民活動者と協働で障がい
当事者が参加する避難訓練等に取り組んでき
た別府市では、平成29年度より介護支援専門
員（ケアマネジャー）や相談支援専門員等の
福祉関係者が参加し、当事者や地域、行政等
が連携して個別避難計画作成に取り組んでい
る。

平成30(2018)年度より介護支援専門員（ケア
マネジャー）や相談支援専門員の協力を得て、
平常時のケアプラン等の作成に合わせ、地域
で避難のための個別支援計画を作る「防災と
福祉の連携モデル事業」を実施。
令和２年度より、県の一般施策として実施。

防災と福祉の連携促進モデル事業

〇介護支援専門員（ケアマネジャー）や相談支援専門員等の福祉専門職の参画を得るための仕組みとして、計画の策定に対して報酬を支払う。
〇福祉専門職が当時者と相談し、避難に際して必要な配慮等について整理した上で、避難行動要支援者と地域住民等の関係者が参加して避難支援の方針

について打合せを行い、個別計画を策定する。
〇策定した計画をもとに当事者を含めた関係者が参加し、避難訓練を実施するとともに、必要に応じ計画の見直しを行う。
〇当事者と福祉専門職、地域住民等とをつなぐ役割を担うことのできる人材が重要となる。

ポイント
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【事例】福祉専門職が参画した個別計画の策定（大分県別府市・兵庫県）



【事例】福祉専門職や社会福祉協議会が参画した個別計画の策定

＜岩手県奥州市＞
・計画策定に関する業務や平時の見守り支援について、市の社会福祉協議会へ委託している。
・社協の職員は全体のコーディネート役を務め、個々の計画は各地区の民生委員が中心となって策定する。
・策定の際には、平時の見守り支援の目的で社協が実施している地域セーフティーネット会議（民生委員や町内会役員等が構成員となり、
社協職員がサポート）の場を活用し、平時の支援の仕組みを活かした体制づくりを行っている。

＜福岡県久留米市＞
・計画策定に関する業務を、市の社会福祉協議会へ委託している。
・社協の職員がコーディネート役となり、本人を中心に家族や地域の人々の参画を確保して、福祉の専門職などが協議をして策定する。

＜熊本県熊本市＞
・計画策定に関する業務を、市の社会福祉協議会へ委託している。
・実際の作成は地域住民が主体となり、社協の職員は地域のサポート役として、地域の取組のフォローをしている。

社会福祉協議会が参画している事例

＜茨城県古河市＞
・要支援者名簿に掲載された方々について、担当のケアマネジャーや相談支援専門員等に作成を依頼。
・平成30年度に試行的に事業を開始し、令和元年度より制度化。名簿掲載者11,224名のうち、令和２年９月までに694名分の策定が完了。
・令和元年台風第19号においては、個別計画に沿って避難が実施され、要支援者本人からは「余裕を持って避難でき、安心だった」

という声があるほか、担当するケアマネジャーからも「利用者の災害時の安心につながる」という声があるなど、早期の避難行動に
つなげることができた。

＜東京都荒川区＞
・要支援者名簿に掲載された方々について、担当のケアマネジャーに作成を依頼。
・平成30年度より事業を開始し、令和元年10月時点の名簿掲載者で希望する290名程度について策定が完了。今後も名簿更新に合わせ、
個別計画も更新する。

＜愛媛県四国中央市＞
・障害福祉サービス利用者のうち計画作成の同意を得られた者について、担当の相談支援専門員に作成を依頼。
・平成２９年度より事業を開始し、令和２年度現在、市全体におけるサービス利用者1,019名のうち、109名について策定が完了。

※古河市、荒川区、四国中央市は、ケース会議や訓練を通じた検証は事業に含まれていない
※別府市や兵庫県の事例を参考に、今後事業化を検討している自治体・・・滋賀県、静岡県 など

福祉専門職（ケアマネジャー、相談支援専門員）が参画している事例
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【事例】個別計画と連携し得る避難生活支援に資する各種の取組例①

21

○地域において災害対応に関する以下のような取組が行われている場合には、個別計画
と連携させ、個別計画の記載事項を調整することも考えられる。

災害時対応ノート（滋賀県健康医療福祉部） 救急医療情報キット（茨城県笠間市）
笠間市では、ひと

り暮らし高齢者等で
見守り支援を必要と
する方を対象に、救
急医療情報キットの
設置を進めています。
家庭内の事故等に

より緊急通報した際
に、既往症や服薬状
況などが伝えられな
い場合があります。
万一に備え、医療情
報や緊急連絡先など
を記入した救急情報
用紙と、保険証・診
察券・薬剤情報提供
書の写しなどを入れ
たキットを設置する
ことで、駆けつけた
救急隊員が迅速に対
応することができる
ようにします。

◆救急医療情報キットは、冷蔵庫に
保管します。
◆キットの設置を示すシールを、玄
関と冷蔵庫に貼ります。

保健所、自治体、家族、
本人、避難支援等関係者な
どが避難行動要支援者の個
別計画策定を支援するツー
ルとして使用しています。
また、災害時に緊急避難

的に受診した医療機関や災
害時支援のケア担当者に参
考としていただくことにも
使用しています。

■目的
・平常時における災害への
備え
・災害時の円滑かつ迅速な
避難支援の実施

■確認内容
・想定される災害
・必要物品
・部屋の安全
・医療機器のバッテリー
・避難所
・緊急時連絡先 等



【事例】個別計画と連携し得る避難生活支援に資する各種の取組例②
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SOSファイル（各地の特別支援学校のPTA）
東日本大震災での教訓

を生かし、あらゆる場面
を想定し、障害の特性を
はじめ、できるだけ多く
の情報が正しく理解され、
適切な対応（支援）をい
ただくための個人情報
ファイルです。
※「SOSファイル」はもと
もと、福岡市知的障害者
特別支援学校保護者会連
合会で作成されたものが
各地で地域の実情にあわ
せて使われているもの。

【出典】大阪府吹田支援学校
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SOSカード等（高知市下知地区二葉町）

【参照】http://futaba-bousai.cocolog-nifty.com/blog/2019/12/post-2e6e31.html

【事例】個別計画と連携し得る避難生活支援に資する各種の取組例③

↑ 高知市下知（しもじ）地区二葉町（ふたばちょう）では「防災世帯
調査表」が二葉町の全世帯に配布され、記入・回収・共有され、地域
の年齢構成や、避難行動要支援者の方が、どこに住んでいるのかを防
災会（自主防災組織）として把握している。

← 2019年からは、避難行動要支援者等に「SOSカード」を配布し、自
分のハンディ事項や、症状を記入し、避難行動時に地域で避難支援等
にあたる周囲の人々に必要な情報を的確に伝達する情報伝達手段であ
るSOSカードの普及に取り組んでいる。

※下知地区の町内会・自主防災組織のうち、取組の意向があった地域
でSOSカードの取組を実施。

http://futaba-bousai.cocolog-nifty.com/blog/2019/12/post-2e6e31.html


○愛知県犬山市《犬山市避難行動要支援者支援マニュアル》
・避難支援者は、個別避難支援計画を作成する際に、同意を得られた方を１名以上選任し個別避難支援計画に記載します。

○東京都文京区《文京区避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）》
・個別計画で盛り込む「安否確認者の情報」については、災害時の安否確認が、必ずしも保障できるわけではないため、原
則として要支援１人に対して、２名以上の安否確認者を配することとします。
・また、災害時の安否確認体制を早急に確立する必要があるため、安否確認者が未指定の場合でも、個別計画は作成し、安
否確認者がマッチングできた時点で追記することとします。

【事例】避難支援者の選定
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○奈良県奈良市《奈良市避難行動要支援者避難支援プラン》
・自主防災防犯組織及び自治会は、避難行動要支援者名簿に基づき、民生児童委員等の避難支援等関係者の協力を得て、
避難支援者（サポーター）又は避難支援班を選定し、個別計画・支援プランを作成するものとする。

○徳島県阿南市《阿南市避難行動要支援者避難支援プラン》
・原則として、要支援者一人に対して複数人の避難支援者を選定することとします。しかしながら、地域の実情等により
特定の個人を避難支援者として選定することが困難な場合には、個人名ではなく「○○自主防災会」や「✕✕町内会」と
いった選定でも可としますが、その場合には、個別計画の実効性を十分に検証する必要があり、ふだんから住民同士が顔
の見える関係を構築していることが必要になります。

○神奈川県平塚市《平塚市避難行動要支援者避難支援指針》
・また、本市は避難行動要支援者本人に自身の避難支援者を探す努力をするよう促すものとします。
・避難支援者は次に掲げるマッチング方式やチームディフェンス方式を参考に、二つの方式を併用することなども含め、
地域にあった方法により選出します。

○長崎県長与町《長与町避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）》
・家族等の支援が受けられる人については、家族等が避難支援等関係者となることも可能ですが、日中や夜間における
避難支援を想定し、避難支援担当者は複数人選定してください。

○富山県富山市《富山市避難行動要支援者支援マニュアル》
・地域支援者とは「避難行動要支援者の避難支援を行う方」のことを表します。地域支援者はできるだけ、避難行動要支
援者の近所の方でかつ複数の方を選定することが望ましいと思われます。例えば・・・民生委員児童委員、高齢福祉推進
員、近隣住民など



【事例】地域調整会議（ケース会議）の開催（兵庫県内の市町）
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○兵庫県の市町における個別計画策定のための地域調整会議（ケース会議）への出席者、
議事内容の例は以下のとおり。
【主な出席者】

避難行動要支援者本人、家族、福祉専門職、自主防災組織、自治会等、地域住民等、
民生委員・児童委員、社会福祉協議会、福祉事務所、地域包括支援センター、
県・市町職員（防災、福祉）、委託先職員 等 （※自治体によって出席者は異なる。）

【議事、運用上の工夫など】
① 本人の心身の状況の共有 福祉専門職等が当事者力アセスメントを踏まえて説明、動画や写真の

活用も有効
② 避難に係る地域に存する社

会資源に係る情報の共有
自主防災組織や市区町村職員から説明

③ 災害時に求められる近隣住
民からの支援の内容

本人との対話や避難行動の模擬（車椅子を実際に持ち上げるなど）も
有効

④ 災害時に必要な支援と資源
の見える化

平常時との対比が有効、福祉分野で利用されているエコマップが有効

⑤ 求められる支援の具体化す
るために必要な調整の実施

支援者、移動手段、避難先などを検討する

【その他】
・多くは、集会所など地域にある公共施設だが、自宅で開催する場合もある
・地域調整会議（ケース会議）の機会を利用し、住民向け福祉研修会、当事者力アセスメント､地
域力アセスメント、避難訓練の事前説明や打合せなどの調整等も併せて行う場合もある

※「2019年度兵庫県防災と福祉の連携促進モデル事業報告書」を基に内閣府防災担当（避難生活担当）において作成。

地域調整会議（ケース会議）：対象者の支援関係者が集まり、個々の避難支
援に関する方針等を協議。
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（避難行動要支援者側）
○ 避難に消極的だったが、訓練を通し避難できることがわかった。積極的になった。

○ 避難支援者と避難行動要支援者の間に顔の見える関係が構築されていないと避難支援
が難しい。（※個別計画の実効性が確保できない）

（避難支援者側）
○ 事前の想定と異なることが判明した。

○ より具体的に必要な避難支援の在り方が判明した。
・避難訓練の中で、家の中に入れていただくことにより、屋内の位置関係、部屋の状
況などを実地で理解した。

・段差があるが勝手口から出られるようにするとスムーズだと判明した。

避難経路 避難経路の途中に危険な箇所が存在 等

避難手段 進入可能な車輌の大きさに制限がある 等

配 慮 使用できる避難器具では足が露出するため防寒対策が必要 等

【事例】避難訓練を実施した効果等（兵庫県内の市町）



○福井県大野市《大野市避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画》
・緊急連絡先や支援者、支援する内容を適切に反映するため、定期的に更新を行うこととする。
・市は、年１回、自主防災組織及び自治会に対して、作成された避難支援プランの内容の点検を呼びかける。点検を行った際は、
避難行動要支援者が避難支援を求める意思の確認と、避難支援等関係者への情報提供の同意を確認するため、避難行動要支援者本
人又は代理人の承諾印をもらうものとする。

○東京都文京区《文京区避難行動要支援者避難支援プラン（全体計画）》
・要支援者の状態や、安否確認者の情報の更新については、要支援者（又はその家族等）からの変更の申出により随時更新します。
・また、毎年、定期的に個別計画の確認を区から要支援者に依頼し、情報更新を行うこととします。

【事例】自治体の個別計画の更新
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○茨城県古河市《古河市災害時避難行動要支援者個別支援計画の作成に関する要綱》
・市長は、個別支援計画の記載内容について、修正しなければならない状況が対象者に発生したことを知ったときは、速やかに個
別支援計画の原本の記載内容を修正し、その副本を対象者等及び委託事業者等に交付するものとする。
《古河市避難行動要支援者の支援に関する計画【全体計画】 重要事項説明書》
・計画の内容は、ご本人又はそのご家族等の状況の変化や、ご本人又はそのご家族等からの意向や申出によって、随時変更するこ
とができます。

○秋田県秋田市《秋田市災害時要援護者の避難支援プラン》
・個別避難支援プランの写しは、防災安全対策課および避難支援対象者本人のほか、支援者が共有します。
・また、避難支援対象者の転居や支援者の変更など、本人又は支援者から変更の届出があった場合には、随時修正を行います。さ
らに、毎年１回は内容の確認と更新を行うなど、災害時における迅速かつ的確な支援を実施するために個別避難支援プランの適切
な情報更新に努めます。

○島根県松江市《松江市避難行動要支援者全体計画》
・平常時からの見守り活動や防災訓練により、避難行動要支援者の状態の変化や、災害時の情報伝達や避難誘導等に修正の必要が
生じた場合は、必要に応じて個別計画の見直しを行うよう努める。
○宮崎県高鍋町《高鍋町避難行動要支援者避難支援プラン》
・避難行動要支援者名簿と同様に、避難行動要支援者の状況が変化することを想定し、個別支援計画の定期的（年１回以上）な更
新に努めます。
・更新の際は、当初作成した個別支援計画と同様に、避難支援者が自宅に訪問する等により、避難行動要支援者の家族やコーディ
ネーターの協力を得て、地域の特性や実情を踏まえた具体的な内容に更新していきます。

○茨城県《茨城県避難行動要支援者対策推進のための指針》
・更新頻度は、少なくても、年に１回程度が望ましい。



【事例】個別計画の法的責任等に関する留意事項
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・個別支援計画は災害等での避難支援が必ずなされることを保証するものではなく、関係者に法的な責任や義務を負わせるものではありませ
ん。

・この個別計画は、災害時の避難行動の援助が必ずなされることを保証するものではなく、また援助者は、法的な責任や義務を負うもの
ではありません。

・なお、避難支援者の選出に当たっては、避難行動要支援者の支援は避難支援者の任意の協力により行われるものであって責任を伴うもので
はないこと、また、避難支援者の不在や被災等により、避難行動要支援者への支援が困難となる場合もあり、避難行動要支援者のできる範
囲での自助が必要不可欠であることについて、避難行動要支援者、避難支援等関係者（避難支援者含む）の双方に十分な理解を得ます。

○市区町村における個別計画の法的責任等に関する留意事項の実例の概要は以下のとおり。
・支援をする者やその家族等の生命や身体の安全を守ることが大前提であること
・避難行動要支援者に対する避難の支援は任意の協力であること
・関係者に法的な責任や義務を負わせるものではないこと
・避難の支援は必ずなされることが保証されるものではないこと

神奈川県平塚市

長野県千曲市

三重県朝日町

・避難支援協力者の役割は、避難行動要支援者の避難に関しての情報を伝えて避難を促したり、避難所までの避難を支援するものであり、あ
くまでもボランティアとして活動するものである。

千葉県八街市

・協力を求める場合は、その時の状況や災害の状況に応じて可能な範囲で避難支援を行うものとし、避難支援に当たっては、避難支援者本人
又はその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提となる旨を説明します。

千葉県印西市

《八街市避難行動要支援者避難支援全体計画》

《印西市避難行動要支援者避難支援計画》

《平塚市避難行動要支援者避難支援指針》

《千曲市災害時避難行動要支援者 個別支援計画様式》

《朝日町避難行動要支援者避難行動援助プラン（全体計画）》



【事例】避難行動要支援者や支援する者に負傷等万一のことがあった場合の整理（兵庫県）

○兵庫県災害時要援護者支援指針（平成29年9月改訂）
＜避難支援者の責任＞
避難支援はあくまで地域における助け合い・共助の活動であることから、支援者には必ず支援しな

ければならないという義務が課せられるものではない。また、避難支援中に避難行動要支援者に与えた
損害についての責任は、民法第698 条（※）で規定する緊急事務管理（緊急時に行われる行為）であり、
悪意または重大な過失がない限り、原則として問われない。
避難支援中に支援者が事故にあった場合に備え、社会福祉協議会が提供する「兵庫県ボランティア・

市民活動災害共済」（事前に社会福祉協議会に団体登録をしておくこと等が必要）に加入するなどの
対応を検討する（一般的なボランティア保険では災害時の適用がない場合が多いので注意すること）。
災害の規模によっては、死亡・重度障害等の場合には、災害弔慰金等の対象となる場合もある。

※民法第698条（緊急事務管理）
管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理をした
ときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これによって生じた損害を賠償する責任を
負わない。

○関連する取組

「ひょうご安全の日
推進事業助成事業」

≪兵庫県事業≫

「ひょうご防災減災推進条例」に基づ
き、阪神・淡路大震災の経験と教訓を
発信し安全・安心な社会づくりを推進
するため、県民グループ、民間団体な
ど県民の皆さんによる日々の生活の中
で減災に取り組む「災害文化」を発展
していく事業を支援する事業。
ボランティア保険の保険料につい

ても、助成の対象としている。

「兵庫県ボランティア・
市民活動災害共済」

≪兵庫県社会福祉協議会提供≫

加入されたボランティアの方が自
発的な意思に基づき、日本国内におい
て他人や地域・社会に貢献するなど社
会的に意義があるボランティア活動中
（往復途上を含む）の、万が一の事故
に備えていただくためのもの。
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【事例】個別計画に関与する関係者に対する研修①（兵庫県）
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○市町職員対象実務者研修会
・ 令和元年度は、兵庫県が実施する「防災と福祉の連携促進モデル事業」が36市町で展開されることになり、モデル事業を円滑に実施する
ため、担当職員として必要な知識等を習得することを目的とする。モデル事業の実施においては、防災部局と福祉部局の連携が欠かせない
ため、原則として各市町の防災部局及び福祉部局の実務担当者にセットで受講してもらった。
※県内４箇所で実施（各回13:30～16:40）
『オリエンテーション（5分）』
『DVD視聴別府市での実践事例（20分）』
『播磨町・篠山市モデル事業の実績紹介（30分）』
『モデル事業の進め方①＋質疑応答（50分）』
『DVD視聴真備町事例（15分）』
『モデル事業の進め方②福祉理解研修について（40分）』
『補足＋質疑応答（20分）』
事務連絡

○福祉専門職対象防災対応力向上研修
・ 福祉専門職が基本的な防災や災害の知識を得て、障害者や高齢者等の避難行動要支援者の支援について必要性を認識し、備えるための知
識と技術を獲得するための基礎能力を養う。また、対応力を実際に活用できるよう、個別支援計画の必要性を認識し、立案方法を学ぶとと
もに、実際のアセスメントを体験する。アセスメントでは「安心防災帳」を用い、演習を通じて使い方を学ぶ。
個別支援計画立案に向けたアセスメントができるようになるとともに、地域における避難行動要支援者を含んだ避難訓練の実施に向けて、

地域における調整会議（ケース会議）を模擬体験し、避難行動要支援者と「伴走」し、地域住民へ働きかけ、地域における災害時の支援
ネットワーク構築を促進する技術を身につける。

※各エリアで全10回実施（各回9:55～16:30）
◆ＤＶＤ視聴別府市での実践事例、真備町の事例（25分）
・別府市で過去3年に渡って行われた、個別支援計画立案および避難訓練実施について学ぶ。
・別府市役所コミュニティソーシャルワーカーの実践と、個別支援計画をたてる相談支援専門員の役割を具体的に確認するとともに、地域の中で障害のある人とともに避難訓練を実施する様子から、福祉

専門職が担う防災に対する役割について考える。また、倉敷市真備町における2018年豪雨災害時の実例により、平常時からの地域におけるつながりの重要性を学ぶ。
◆講義：社会モデルとして障害を考える、災害と防災リテラシーの基礎知識を身につける（90分）
・防災の基本的な考え方・視点を学び、日本での過去から現在までの災害発生状況や防災の取り組みとともに、発災後からの避難や救助、時間経過による支援の移り変わりについて学ぶ。防災リテラシー

の重要性や避難行動要支援者に対する合理的配慮についても学ぶ。
◆演習：ハザードの理解と避難のための個別支援計画作成のための当事者力アセスメント（90分）
・当事者役に対して福祉専門職が実際に安心防災帳を使ってアセスメントを進めていく様子を見ながら、各グループで安心防災帳を用いて模擬的に体験する。
◆演習：避難に向けた個別支援計画作成のための調整会議を模擬的に体感する（120分）
・調整会議を兵庫県社会福祉士会連携支援員がロールプレイで実施し、受講者は模擬的に体験する。同時に各グループでエコマップを作成、地域住民として会議への参加を体験し、調整会議の意義や進め

方を学ぶ。

※「2019年度兵庫県防災と福祉の連携促進モデル事業報告書」を基に内閣府防災担当（避難生活担当）において作成。

○ 兵庫県では、事業の意義を理解し、防災・福祉の相互理解を図り、県内の取組が一定の水準を確保されるよう、
県が市町職員や福祉専門職を対象とした研修を行い、市町が個別計画の策定を実施している。



【事例】個別計画に関与する関係者に対する研修②（福岡県）
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「個別避難支援計画策定促進事業」及び「避難所運営研修・訓練」連携事業

目 的

市町村ごとに研修会と訓練を実施。
【第１回】研修会
・個別避難支援計画の概要説明
・災害図上訓練（避難経路、避難場所の確認、要支援者の所在把握など）
・要配慮者を円滑に福祉避難所へ避難するための手法など
・避難所運営について説明

【第２回】訓練
・避難支援者による要支援者の避難誘導
・市町村・自主防災組織、福祉施設等が連携した福祉避難所までの避難誘導
・避難所運営、避難所生活体験訓練 等

実 施

対 象

内 容

大規模災害時に行政と自主防災組織等の地域住民が中心となって、避難行動要支援者が
安全、迅速に避難を実施し、避難所における地域住民の自主的な運営等が実施できるよう、
個別計画策定や避難所運営等に係る研修及び訓練を支援します。
毎年度５市町村程度で実施 ※平成29年度開始。令和３年度まで実施する予定。

自主防災組織、対象地区の住民、民生委員、福祉施設管理者、保健師、教育部局職員

○ 福岡県では、平成25年度～平成28年度に、個別計画策定に向けた人材育成（市町村担当研修会）、個別計画策定
促進支援を内容とする避難行動要支援者避難支援事業を実施した。現在は、平成29年度～令和３年度までの予定で、
研修と個別計画に基づく避難訓練を内容とする個別避難支援計画策定促進事業を実施中。



【事例】個別計画に関与する関係者に対する研修③（神奈川県茅ヶ崎市）
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令和元年度避難行動要支援者支援制度研修会

○概要 研修会では、避難支援が必要な人に対して円滑な避難支援を行う上での課題について、今後地域で検討していた
だくため、令和元年10月の台風第19号についての振り返りを行ったほか、風水害における避難行動要支援者に対する支
援の在り方について、また、茅ヶ崎市障害者団体連絡会より障害（知的障害、発達障害）の理解と支援をテーマに寸劇
を含めて講演を行いました。

○主催 茅ヶ崎市

○場所 茅ヶ崎市役所本庁舎４階会議室２～５

○対象 自治会、自主防災組織、民生委員・児童委員、
消防団、地域包括支援センター等

○日程 令和２年２月１日（土）９：３０～１１：３０
１令和元年台風第１９号の振り返りについて

２講演「風水害における避難行動要支援者に対する支援の在り方」
３講演「障害（知的障害、発達障害）の理解と支援」
４質疑応答

令和元年度
避難行動要支援者支援制度研修会

風水害における
避難行動要支援者に対する支援の在り方

令和2年2月1日・3日

茅ヶ崎市防災担当参与

資料２

３ 今後の取り組みにあたっての参考意見

●基本的な取り組みの方向

・地域（自助・共助）と市（公助）が

双方の役割分担をベースに緊密に連携しながら対策を推進

例 避難措置の趣旨や地域の現状などについて情報共有を図りながら、

市と地域が協働して避難支援の対策を推進

・市と地域との情報共有手段を整備し、かつ、

要支援者の支援活動に係わる地域の負担軽減を検討

例 中央防災会議の「令和元年台風19号等による避難に関するワーキング

グループ」の第1回ワーキンググループ（2019.12．18）で報告された

豊岡市（兵庫県）からの提案 ： 次スライド（報告文書を転記）参照

12

ま と め

●要支援者は、

主体的な避難判断や避難行動がとりにくく

“支援の必要性” があることを関係者全員が認識

●支援の在り方検討では 、“支援の必要性” を踏まえ、

“如何に支援するか” （＝被害の最小化）を考える

参考 被災を経験した自治体トップの提言（H29.4）

「災害の様態は千差万別であり、実態に合わない制度や運用に山ほど

ぶつかる。 ・・・・ 強い意志で制度・運用の変更や新制度の創設を

促すこと」 ⇒ 制度の不備や現状の困難は、のりこえるもの

（「災害時にトップがなすべきこと」H２９．４、災害時にトップがなすべきこと協働策定会議）
15

○ 茅ヶ崎市では、今後の地域における避難支援等に生かされるよう、令和元年10月の台風第19号についての振り返り
を行ったほか、地域の課題を踏まえ、風水害における避難行動要支援者に対する支援、障害の理解と支援等について
研修を行った。



【事例】個別計画に関与する関係者に対する研修④（全国市町村国際文化研修所）
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研修「避難行動要支援者対策～災害弱者をつくらない～」
○概要 災害が発生した際に、高齢者や障がい者の方々等は、健常者に比べて避難時に特別な対応が必要な場合が多く、また、避難生活にお
いてもより大きな困難を伴うことがあります。この研修では、避難行動要支援者に対して、平時からどのように取組を進め、災害発生時に
はいかにして円滑に避難できるようにするのか、また、避難した後の生活において、それぞれのニーズに応じた生活が送れるよう、市町村
等がどのような対策を行っていくべきか考えます。

○主催 公益財団法人全国市町村研修財団 全国市町村国際文化研修所（JIAM）
○場所 全国市町村国際文化研修所 滋賀県大津市唐崎二丁目13番1号 https://www.jiam.jp/
○対象 避難行動要支援者に関わる市区町村や社会福祉協議会、NPO等の職員
○日程
（11/9）
・開講・オリエンテーション
・講義 避難行動要支援者対策を考える ～自ら避難することが困難な人をどう支援するか～

※避難行動要支援者対策をめぐる法制度、現状や課題について学び、避難行動要支援者の安全な避難及び避難生活のためにどのような支援が必要か、何が求められているのかについ
て考えます。

・演習 情報交換会
※受講者同士で、所属する市区町村等の避難行動要支援者対策の取組内容及び課題を話し合い、各地域の支援対策のヒントを得ます。

（11/10）
・事例紹介 地域を巻き込んだ支援体制の構築/大分県別府市

※災害時に避難行動要支援者を安全に避難させるために最も重要である、「地域や専門職との連携」の取組について、別府市の事例をご紹介いただきます。また、この取組を踏まえ
て進めておられる個別支援計画の具体的な策定方法についてもお話しいただきます。

・事例紹介 福祉避難所の制度理解と継続的な取組/石川県輪島市
※平成19年の能登半島地震で、全国初の福祉避難所を設置された輪島市では、その後、ガイドラインに準拠したマニュアルを作成し、毎年訓練を重ねるなど取組を進めておられます。

この時間は、福祉避難所の制度理解に始まり、設置のノウハウや諸課題及び対処方法（マニュアルの事前整備等）などについて、ポイントを整理しながらお話しいただきます。
・講義・演習 避難行動要支援者対策～災害弱者をつくらない～

※避難行動要支援者対策に関する講義の後、それぞれの市区町村や団体が抱える課題等について共有し、講師からアドバイスをいただきます。
（11/12）
・ワークショップ・まとめ

※前日までの内容を踏まえ、ワークショップや意見交換等でさらに検討を深めます。平時の取組から災害発生後の取組まで、市区町村等の役割について考えます。最後に講師から講
評をいただき、3日間のまとめとします。

・ふりかえり～閉講

○ 市町村の職員をはじめ、地域社会の振興の担い手となる人々に対する高度の研修を行う公益財団法人全国市町村研
修財団が運営する全国市町村国際文化研修所においては、災害等に対する危機管理能力を強化する研修の充実を図っ
ており、「避難行動要支援者対策～災害弱者をつくらない～」を実施している。



【事例】個別計画に関与する関係者に対する研修（i-ＢＯＳＡＩ）
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https://i-bosai.inclusive-drr.org/

○ ｉ-ＢＯＳＡＩにおいては、別府市や兵庫県でのこれまでの取組が分析され、育成すべき人材（特に重要である防
災・福祉部局、福祉関係者、地域を連結できる人材）に関する知見が蓄積されつつあり、研修用の素材（テキスト、
動画等）への落とし込みも試行されている。

https://i-bosai.inclusive-drr.org/
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